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地方自治法上の政令指定都市について 

 

１ 指定都市の権能 

（１）法律上の解釈及び運用 

 法律上の指定都市の要件は「人口五十万以上の市」とされているが、人口要件 

のみを満たすだけでは本条は適用されず、既存の指定都市と同様、条文上の事務

を自ら処理する能力を持つことが必要とされる。 

 

（２）条文：地方自治法第２５２条の１９第１項 

政令で指定する人口五十万以上の市（以下「指定都市」という。）は、次に掲げる

事務のうち都道府県が法律又はこれに基づく政令の定めるところにより処理する

こととされているものの全部又は一部で政令で定めるものを、政令で定めるとこ

ろにより、処理することができる。 

一 児童福祉に関する事務 

二 民生委員に関する事務 

三 身体障害者の福祉に関する事務 

四 生活保護に関する事務 

五 行旅病人及び行旅死亡人の取扱に関する事務 

五の二 社会福祉事業に関する事務 

五の三 知的障害者の福祉に関する事務 

六 母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の福祉に関する事務 

六の二 老人福祉に関する事務 

七 母子保健に関する事務 

七の二 介護保険に関する事務 

八 障害者の自立支援に関する事務 

八の二 生活困窮者の自立支援に関する事務 

九 食品衛生に関する事務 

九の二 医療に関する事務 

十 精神保健及び精神障害者の福祉に関する事務 

十一 結核の予防に関する事務 

十一の二 難病の患者に対する医療等に関する事務 

十二 土地区画整理事業に関する事務 

十三 屋外広告物の規制に関する事務 

 

 

 



 

 

２ 区の設置 

（１）法律上の解釈及び運用 

 区の事務所（区役所等）や出張所は、必ず指定都市の全域を画して区を設け、そこ

に区の事務所等を設置しなければならない。 

 

（２）条文：同法第２５２条の２０ 

第１項 

指定都市は、市長の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、その区域を分

けて区を設け、区の事務所又は必要があると認めるときはその出張所を置くもの

とする。 

第２項 

区の事務所又はその出張所の位置、名称及び所管区域並びに区の事務所が分

掌する事務は、条例でこれを定めなければならない。 

第３項 

区にその事務所の長として区長を置く。 

第４項 

区長又は区の事務所の出張所の長は、当該普通地方公共団体の長の補助機関

である職員をもつて充てる。 

第５～１１項 省略 

 


